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厚労省が「ブラック企業」

の取締りを強化へ 

 

◆いよいよ「ブラック企業」

の本格取締りがスタート 

厚生労働省は、若年労働者

等の使い捨てが疑われる企業

（いわゆる「ブラック企業」）

が社会問題となっていること

を受けて、９月に集中的な監

督指導を行うことを発表しま

した。 

具体的には、以下の３つを

柱として対策を行っていくと

のことです。 

 

◆（１）長時間労働抑制に向

けた集中的な取組みの実施 

９月を「過重労働重点監督

月間」と定め、過重労働が行

われている疑いのある約

4,000 事業所について、重点的

に指導・監督を実施します。 

主な重点確認事項について

は、時間外・休日労働が 36 協

定の範囲内であるかの確認や

サービス残業の有無について

の確認があり、これらについ

て法違反が認められた場合は

是正指導が行われます。また、

長時間労働者に対しては、医

師による面接指導などの健康

確保措置が確実に講じられる

よう指導も行っていくようで

す。 

過労死等事案を起こした、

または、脳・心臓疾患等に係

る労災請求が行われたなどの

企業等については、再発防止

の取組を徹底させるため、法

違反の是正確認後もフォロー

アップのための監督指導が実

施されるようです。 

監督指導の結果、法違反の

是正が行われない場合は、是

正が認められるまで、ハロー

ワークにおける職業紹介の対

象から外すことも決定してお

り、重大・悪質な違反が確認

された企業については、送検、

公表するとしています。 

 

◆（２）しっかりとした 

相談対応 

９月１日には、全国一斉の

電話相談を実施し、過重労働

が疑われる企業などに関する

相談を踏まえ、法違反が疑わ

れる企業に監督・指導を行い

ます。９月２日以後も、「総合

労働相談コーナー」、「労働基

準関係情報メール窓口」で相

談や情報を受け付けします。 

新卒応援ハローワークで

も、情報・相談を受け付け、

労働基準法などの違反が疑わ

れる企業に関しては労働基準

監督署に情報を提供するとし

ています。 

 

◆（３）職場のパワーハラス

メントの予防・解決を推進 

ポータルサイト「あかるい

職場応援団」（http://www.no-

pawahara.mhlw.go.jp/）を通

じ、パワハラに関する裁判例

を解説したり、パワハラ対策

に取り組んでいる企業を紹介

したりします。 

また、パワハラ対策の必要

性等をわかりやすく説明した

ポスター、リーフレット等を

作成し、全国の行政機関等で

掲示・配布するとのことです。 

 

「受動喫煙防止対策」の 

義務化と企業のコスト 

 

◆受動喫煙防止対策の義務化 

平成 23 年 10 月に召集され

た臨時国会（第 179 回国会）

に提出されたたものの、審査

未了となっている労働安全衛



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生法の改正案が、再び国会に

提出されそうです。 

この改正案の一部に「受動

喫煙防止対策」があります。 

これは、労働者の受動喫煙

を防止するため、原則、職場

の「全面禁煙」または「空間

分煙」による措置を企業に対

して義務付けるものです。 

ただし、当分の間は、飲食

店その他の当該措置が困難な

事業場については、受動喫煙

の程度を低減させるため、一

定の濃度または換気の基準を

守ることを義務付けるとして

います。 

 

◆企業にかかるコストは？ 

企業が受動喫煙防止対策に

取り組む場合、喫煙室設置な

どの分煙対策や、換気改善な

どに多額の費用がかかるた

め、国では「受動喫煙防止対

策助成金」を用意しています。 

しかし、企業にかかるコス

トはそれ以外にもあるようで

す。 

オハイオ州立大学（アメリ

カ）のチームは、会社は、タ

バコを吸う社員に対して、社

員１人あたり年間 6,000 ドル

（約 59 万円）も余計なコスト

を負担しているとの試算結果

を発表しました。 

このコストの内訳は、「タバ

コ休憩による生産性の損失」

「ニコチン中毒による仕事効

率のダウン」「保険料のアッ

プ」などです。 

例えば、従業員が勤務時間

中に１日２本（１本あたり 15

分）タバコを吸った場合、１

年間で企業にとって3,077ド

ル（約 30 万円）の損失が生

じるとのことです。 

 

◆企業も何らかの手を 

上記のように、タバコによ

る損失・デメリットには、

様々なものがあります。 

タバコに対して世の中の

視線が非常に厳しくなって

いる今、法改正の有無にかか

わらず、企業としても何らか

の手を打たなければならな

い時期に来ているようです。 

 

9 月の税務と労務の手続

［提出先・納付先］ 

2 日 

○ 個人事業税の納付＜第 1

期分＞［郵便局または銀

行］ 

○ 個人の道府県民税・市町

村民税の納付＜第 2 期分

＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払

報告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇

用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の

翌月末日＞［公共職業安

定所］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

 

～当事務所より一言～ 

当事務所の弁護士 井上洋

一は、愛知県弁護士会の原

子力損害賠償弁護団に参加

しております。 

このため、放射線に関する

知識を整理し、問題点を把

握するため、この度、エッ

クス線作業主任者資格を取

得いたしました。 

原子力損害については、難

解な理論的問題点が多くあ

りますので、引き続き研鑽

に努めていく所存です。 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開

始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始して

いる場合＞［労働基準監

督署］ 

30 日 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払

報告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇

用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の

翌月末日＞［公共職業安

定所］ 


